
  

１．平成25年12月期の連結業績（平成25年１月１日～平成25年12月31日）  

  

  

  

  

（注）１．当社は、平成24年12月期より連結財務諸表を作成しているため、24年12月期の対前期増減率の記載をしておりません。  
２．当社は、平成24年５月16日付で株式１株につき100株の株式分割を、平成25年９月１日付で株式１株につき２株の株式分割を、また平

成26年１月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、
１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しております。  

３．当社は、平成24年７月19日に東京証券取引所マザーズ市場に上場しているため、24年12月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益
は新規上場日から前連結会計年度末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。  

  
（２）連結財政状態  

  

（注）当社は、平成24年５月16日付で株式１株につき100株の株式分割を、平成25年９月１日付で株式１株につき２株の株式分割を、また平成26
年１月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当た
り純資産を算定しております。  

  
（３）連結キャッシュ・フローの状況  

  
２．配当の状況  

（注）１．当社は、平成26年１月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。そのため、26年12月期（予想）における期末配当
金については、当該株式分割の影響を考慮して記載しております。なお、当該分割前に換算すると50円00銭となります。  

２．25年12月期期末配当金の内訳 普通配当40円00銭 記念配当10円00銭  
  
３．平成26年12月期の連結業績予想（平成26年１月１日～平成26年12月31日）  

  

（注）当社は、平成26年１月１日付で株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。  
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（１）連結経営成績  （％表示は対前期増減率）

  売上高  営業利益  経常利益  当期純利益  
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

25年12月期  7,055 28.3 785 31.6 784 36.2 483 14.1 
24年12月期  5,500 － 597 － 575 － 423 － 

（注）包括利益  25年12月期 483百万円 （14.1％） 24年12月期 423百万円  （－％）  

  
１株当たり  
当期純利益  

潜在株式調整後  
１株当たり当期純利益  

自己資本  
当期純利益率  

総資産  
経常利益率  

売上高  
営業利益率  

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
25年12月期  48.85 43.71 26.9 26.3 11.1 
24年12月期  47.62 45.47 37.5 29.6 10.9

（参考）持分法投資損益  25年12月期  －百万円    24年12月期 －百万円  

  総資産  純資産  自己資本比率  １株当たり純資産  
  百万円 百万円 ％ 円 銭 

25年12月期  3,481 2,064 59.3 206.18

24年12月期  2,492 1,534 61.6 157.12 

（参考）自己資本  25年12月期  2,064百万円    24年12月期 1,534百万円

  
営業活動による  

キャッシュ・フロー  
投資活動による  

キャッシュ・フロー  
財務活動による  

キャッシュ・フロー  
現金及び現金同等物  

期末残高  
  百万円 百万円 百万円 百万円 

25年12月期  816 △10 45 2,481 
24年12月期  735 △238 381 1,630 

   
年間配当金 配当金総額  

(合計)  
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

   円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
24年12月期  － 0.00 － 0.00 0.00 0 － －
25年12月期  － 0.00 － 50.00 50.00 250 51.8 12.1

26年12月期（予想） － 0.00 － 25.00 25.00    46.1    

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

  売上高  営業利益  経常利益  当期純利益  
１株当たり  
当期純利益  

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 
第２四半期（累計）  4,077 21.8 414 13.1 412 12.9 258 14.8 25.81 

通期  8,509 20.6 900 14.6 898 14.6 543 12.5 54.28 



※  注記事項  

新規  －社、除外  －社  
  

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示  

  

  

  

  
（３）発行済株式数（普通株式）  

（注）当社は、平成24年５月16日付で株式１株につき100株の株式分割を、平成25年９月１日付で株式１株につき２株の株式分割を、ま
た平成26年１月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮
定して、期末発行済株式数（自己株式を含む）及び期中平均株式数を算定しております。  

  
（参考）個別業績の概要  
１．平成25年12月期の個別業績（平成25年１月１日～平成25年12月31日）  

  

  

（注）１．当社は、平成24年５月16日付で株式１株につき100株の株式分割を、平成25年９月１日付で株式１株につき２株の株式分割を、また平
成26年１月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株
当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しております。  

２．当社は、平成24年７月19日に東京証券取引所マザーズ市場に上場しているため、24年12月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益
は新規上場日から前事業年度末日までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。  

  
（２）個別財政状態  

  

（注）当社は、平成24年５月16日付で株式１株につき100株の株式分割を、平成25年９月１日付で株式１株につき２株の株式分割を、また平成26
年１月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純
資産を算定しております。  

  
※  監査手続の実施状況に関する表示  

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表
の監査手続は終了しておりません。  

  
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項  

１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に
基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により異なる可能性があ
ります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、決算短信（添付資料）２ページ「１．
経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。  

２．当社は、平成26年２月14日に機関投資家及びアナリスト向けの決算説明会を開催する予定です。  
  

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無     

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 無     

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無     

③  会計上の見積りの変更                ： 無     

④  修正再表示                          ： 無     

①  期末発行済株式数（自己株式を含む）  25年12月期  10,012,400株 24年12月期  9,763,600株 

②  期末自己株式数  25年12月期  －株 24年12月期  －株 

③  期中平均株式数  25年12月期  9,889,969株 24年12月期  8,892,887株 

（１）個別経営成績  （％表示は対前期増減率）

  売上高  営業利益  経常利益  当期純利益  

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

25年12月期  7,055 28.3 776 30.1 784 35.8 483 13.8 

24年12月期  5,500 59.9 596 54.4 577 49.4 425 52.2 

  
１株当たり  
当期純利益  

潜在株式調整後  
１株当たり当期純利益  

  円 銭 円 銭 

25年12月期  48.93 43.78 

24年12月期  47.80 45.64 

  総資産  純資産  自己資本比率  １株当たり純資産  

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

25年12月期  3,484 2,066 59.3 206.41

24年12月期  2,495 1,535 61.5 157.28 

（参考）自己資本  25年12月期  2,066百万円   24年12月期  1,535百万円 
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１．経営成績・財政状態に関する分析 

（１）経営成績に関する分析 

（当期の経営成績） 

当連結会計年度（平成25年１月１日～平成25年12月31日）におけるわが国経済は、政府の成長戦略や日本銀行の金

融政策等による景気回復への期待から円安・株価上昇が進み、企業収益は改善してきました。また、雇用情勢も改善

し、個人消費が持ち直す中で、東京五輪の開催が2020年に決定する等、次第に景気回復へ向かうことが期待される状

況で推移いたしました。 

無線データ通信サービスを取り巻く環境につきましては、スマートフォンやタブレット端末の出荷台数は堅調に推

移していると見られ、今後も引き続き無線データ通信サービスに対する需要は拡大していくものと思われます。 

このような事業環境の下、当社グループは、主力のワイヤレス・ブロードバンド事業の新規会員獲得に注力し、当

連結会計年度末におけるワイヤレス・ブロードバンド事業の会員数は約42万人となりました。 

以上の結果、当連結会計年度における業績は、売上高は7,055,499千円（前年同期比28.3％増）、営業利益は

785,650千円（前年同期比31.6％増）、経常利益は784,517千円（前年同期比36.2％増）、当期純利益は483,145千円

（前年同期比14.1％増）となりました。 

  

当社グループは単一セグメントであるため、セグメントごとの記載はしておりません。事業ごとの取組みは以下の

とおりであります。 

  

① ワイヤレス・ブロードバンド事業 

イ．公衆無線ＬＡＮサービス 

 家電量販店において積極的な告知活動を行うとともに、携帯電話販売店における取扱いを段階的に拡大させる

等、新規会員の獲得に力を入れてまいりました。この結果、当連結会計年度における公衆無線ＬＡＮサービスの

売上高は833,374千円（前年同期比1.5％増）となりました。 

  

ロ．モバイルインターネットサービス 

 新規会員の更なる獲得を図るべく、家電量販店における積極的なキャンペーンの展開に注力いたしました。こ

の結果、当連結会計年度におけるモバイルインターネットサービスの売上高は6,184,270千円（前年同期比

32.5％増）となりました。 

  

② ワイヤレス・プラットフォーム事業 

 ワイヤレス・ブロードバンド事業の基盤プラットフォームを活用した電話リモートサービス（平成25年６月開

始）の新規会員獲得に注力し、収益源の更なる拡大を図ってまいりました。この結果、当連結会計年度における

ワイヤレス・プラットフォーム事業の売上高は37,017千円（前年同期比273.6％増）となりました。 

  

③ その他 

 「ヨドバシカメラ＠wig card（プリペイドカード）プラン」の販売等になります。当連結会計年度は837千円

（前年同期比48.5％減）の売上高となりました。 

  

（次期の見通し）  

 次期における我が国経済は、政府の成長戦略や日本銀行の金融政策等による企業収益の改善等から家計所得や投資

の増加傾向が続き、景気回復の動きが確かなものとなることが期待されております。一方、４月からの消費税増税や

海外経済を巡る不確実性が依然として高いものと考えられ、引き続き我が国景気の下押しリスクになるものと見込ま

れます。 

 このような経済環境の中、当社グループの主な事業領域である情報通信市場では、通信デバイスの更なる普及、通

信の高速化、データ通信量の増大が見込まれることから、当社グループの収益基盤であるワイヤレス・ブロードバン

ド事業の更なる強化に注力していく計画であります。 

 また、当社グループは平成26年１月16日公表の「新たな事業（Wi-Fi環境イネーブラー事業）の開始に関するお知

らせ」のとおり、１月よりWi-Fi環境イネーブラー事業を開始しております。地方自治体や企業等へ顧客基盤を広

げ、更なる収益基盤の拡大を図ってまいります。 
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① ワイヤレス・ブロードバンド事業 

イ．公衆無線ＬＡＮサービス 

 当社グループのターゲットデバイスであるスマートフォンやタブレット端末の利用者が増大する中、公衆無線

ＬＡＮが安価で高速通信を行うことができる無線通信サービスであるとの認識が高まってきていること等から、

公衆無線ＬＡＮに対する需要が拡大してきております。 

 このような環境の下、当社グループは利用エリアの拡充による利便性の向上、効果的なキャンペーンの実施及

び販路拡充のための取り組み強化等により新規会員の更なる獲得を目指してまいります。 

  

ロ．モバイルインターネットサービス 

 引き続きアグリゲーター（注）としてのメリットを用い、新たな通信技術が市場に登場した場合、最適なタイ

ミングでその技術を利用したサービスを利用者に提供できるよう取り組むとともに、効果的なキャンペーン等を

行うことにより、新規会員の獲得の増加及び既存会員の退会率の更なる低減を目指しながら、更に成長を加速さ

せていくことを企図しております。 

（注）アグリゲーターとは、複数の通信事業者等からインフラを借り受け、それらを組み合わせた無線通信サー

ビスを提供する事業者を意味しております。 

  

② その他 

Wi-Fi環境イネーブラー事業 

 災害時の通信インフラや観光地における外国人旅行者の誘致施策等に公衆無線ＬＡＮを活用していこうという機

運が高まってきております。このような事業環境の下、経済的かつ効率的にWi－Fi環境の構築を可能とするシステ

ムインテグレーター向けソリューションを業界に先駆けて提供するとともに、広告代理店等と効果的な協業を行う

ことで、迅速に幅広い顧客の獲得を図ってまいります。 

（注）本事業による当社グループの平成26年12月期の連結業績に与える影響は、現時点では軽微でありますが、将

来に亘って企業価値の向上を実現する事業であると考えております。なお、業績に重大な影響を与えること

が明らかになった場合には、速やかに適時開示にてお知らせいたします。 

  

 これらを踏まえ、平成26年12月期の連結業績につきましては、以下のとおりに見込んでおります。 

※上記業績予想につきましては、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお

り、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により異なる可

能性があります。 

  

（２）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

（資産の部） 

 当連結会計年度末における資産の合計は、前連結会計年度末に比べ989,696千円増加し、3,481,939千円となり

ました。これは主に売上高の増加に伴い現金及び預金並びに売掛債権が987,347千円増加したことによるものであ

ります。 

  

（負債の部） 

 当連結会計年度末における負債の合計は、前連結会計年度末に比べ459,393千円増加し、1,417,601千円となり

ました。これは、主に買掛金が194,128千円、未払法人税等が286,166千円増加した一方で、未払金が11,673千円

減少したことによるものであります。 

  

（純資産の部） 

 当連結会計年度末における純資産の合計は、前連結会計年度末に比べ530,303千円増加し、2,064,337千円とな

りました。これは当期純利益の計上に伴い利益剰余金が483,145千円増加したこと、新株予約権の行使により資本

金、資本準備金がそれぞれ23,579千円増加したことによるものであります。 

  平成25年12月期（実績） 平成26年12月期（予想） 対前期増減率 

売上高 7,055百万円 8,509百万円 20.6％ 

営業利益 785百万円 900百万円 14.6％ 

経常利益 784百万円 898百万円 14.6％ 

当期純利益 483百万円 543百万円 12.5％ 
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② キャッシュ・フローの状況  

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末に比べ

851,427千円増加し、2,481,613千円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、以下のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは816,352千円の収入（前年同期比80,371千円の収入増）となりました。この

主な要因は、資金減少要因として、売上の増加に伴う売上債権の増加135,919千円及び法人税等の支払額31,402千円

が発生した一方で、資金増加要因として、仕入債務の増加194,128千円が発生したこと、並びに税金等調整前当期純

利益784,517千円を計上したことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは10,891千円の支出（前年同期比227,402千円の支出減）となりました。これ

は、有形固定資産であるサーバ等の取得による支出6,225千円、及び無形固定資産であるソフトウェアの取得による

支出4,665千円が発生したことによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは45,966千円の収入（前年同期比335,694千円の収入減）となりました。これ

は、新株予約権の行使に伴う株式発行収入45,966千円が発生したことによるものであります。 

  

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

   ２．株式時価総額は発行済株式数をベースに計算しております。 

   ３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

   ４．平成24年12月期より連結財務諸表を作成しているため、平成23年12月期以前の記載をしておりませ

ん。 

  

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題として認識しており、将来の持続的な成長に必要な内部留保を

確保しつつ、財政状態及び経営成績並びに経営全般を総合的に勘案し、利益配当を行うことを基本方針としておりま

す。 

 上記方針に基づき平成25年12月期の期末配当金につきましては、１株当たり40円の普通配当に創立10周年の記念配

当10円を加え、１株当たり50円を予定しております。 

 次期の配当予想につきましては、期末配当として１株当たり25円（平成26年１月１日付株式分割（１：２）を考慮

した金額。当該分割前に換算すると50円）を予定しております。 

  

  平成24年12月期 平成25年12月期 

自己資本比率（％） 61.6 59.3 

時価ベースの自己資本比率（％） 289.6 993.5 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） － － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － － 
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（４）新規上場時の公募増資等に係る資金使途計画及び充当実績 

① 資金使途計画 

 新規上場時（平成24年７月18日払込期日）に実施した公募増資（手取調達金額324,900千円）については、ワイ

ヤレス・ブロードバンドサービスにおける設備資金として、通信機器の購入及びサーバ増強等に200,000千円、Ｓ

ＮＳアプリケーション・サービスにおける設備資金として、サーバの購入及びソフトウェアの開発費に50,000千

円、運転資金として販売促進費に48,000千円、販売手数料に残額を充当する予定でありました。 

 しかしながら、平成25年２月８日付「平成24年12月期決算短信」にてお知らせしましたとおり、ＳＮＳアプリ

ケーション・サービスに関する調達資金124,900千円に関しましては、平成25年12月期よりサービスを開始する計

画でありましたが、昨今のコンテンツ業界の動向等を鑑み、内容を精査し直した上でサービスを開始することが

得策であると考え、サービスの開始時期を延期することとし、調達資金はワイヤレス・ブロードバンドサービス

における新規会員獲得のため販売促進費等の運転資金として充当する方針へ計画を変更いたしました。 

  

② 資金充当実績 

 調達した資金については概ね計画通りに充当し、本決算短信提出日現在において全額の充当が完了しておりま

す。 

  

（５）事業等のリスク 

 以下において、当社グループの事業展開その他に関してリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記

載しております。 

 当社グループとしては、必ずしも事業展開上のリスク要因に値しないと考えられる事項についても、投資判断上、

重要と考えられるものについては、投資者への積極的な情報開示の観点から記載しております。なお、これらのリス

クを認識した上で、その回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社株式への投資判断は、本項及

び本項以外の記載も併せて慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。また、以下の記載は当社グル

ープに関連するリスクの全部を網羅したものではないことにご留意いただく必要があります。 

 なお、本文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

  

① 技術革新について 

 当社グループの属する情報通信業界においては、技術、顧客ニーズ及び業界環境等の変化が速く、頻繁に新技術

に基づくサービスの開発、サービスの提供が行われております。当社グループは、単一の技術によらない通信サー

ビスの提供を行っており、技術革新への対応をできるものと考えておりますが、重要な新技術の利用権の取得、顧

客ニーズに合ったサービス開発等ができない場合には、当社グループの事業展開、経営成績及び財政状態に影響を

及ぼす可能性があります。 

  

② 通信回線等の外部への依存について 

 当社グループは、ワイヤレス・ブロードバンドサービスの提供にあたり、独自の通信設備を持たず、外部から通

信回線等の仕入を行い、当社グループのプラットフォームにおいてサービスを提供しております。 

 そのため、外部の通信事業者等から提供される通信回線等が長期にわたり中断する等の事象が発生した場合、当

社グループの財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、何らかの要因による外部の通信事業者等との取引関係の悪化等の理由により、通信回線等の仕入に影響が

あった場合には、当社グループの事業展開、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

③ 特定取引先への販売代理業務の依存について 

 当社グループは、主に株式会社ヨドバシカメラを通じてワイヤレス・ブロードバンド事業における新規サービス

加入者の獲得を行っております。 

 株式会社ヨドバシカメラは、当連結会計年度末現在において、当社株式の発行済株式総数の18.1％（緊密な者の

保有分を含む）を保有しており、同社は当社の大株主となっておりますが、当社グループ役員と同社役員又は同社

従業員との兼務関係、従業員の派遣出向及び受入出向ならびに営業外取引は存在せず、また、当社グループの事業

戦略、人事政策及び資本政策等について、何ら制約等も受けておりません。 

 当社グループは、ワイヤレス・ブロードバンド事業において平成25年12月末時点で約42万人の有料会員数を有し

ており、当該既存有料会員より継続的かつ安定的な収入が見込まれるため、新規サービス加入者数の変動が当社グ

ループの業績に及ぼす影響は徐々に低下傾向にあり、また、今後、携帯電話販売店等の同社以外の販売取次店の開

拓等の販売チャネルの拡大を図っていく予定であります。しかしながら、現時点におきましては、ワイヤレス・ブ

ロードバンド事業における同社経由での新規サービス加入者の構成比率が高いことには変わりはないため、同社の

方針変更や何らかの要因による取引関係の悪化等の理由により、当社グループとの取引に影響があった場合には、

当社グループの財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
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④ 代金回収業務の委託について 

 当社グループは、クレジットカード決済での当社グループサービスの代金回収に関して、その全てを決済代行会

社であるＧＭＯペイメントゲートウェイ株式会社に委託しております。代金回収の手数料は、契約によって定めら

れておりますが、当該手数料が変動した場合、また、何らかの事態が発生して当該契約が終了した場合、当社グル

ープの財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑤ 新規事業領域への展開に伴うリスクについて 

 当社グループは、持続的成長を目指すため、新たなる事業領域への展開を行っていく予定ではありますが、これ

によりシステム投資、広告宣伝費等の追加的な支出が発生し、利益率が低下する可能性があります。また、不測の

事態等が発生し、新規事業が安定収益を生むまでに時間を要した場合及び当社グループの計画通りに事業が進まな

い場合には、当社グループの事業展開、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑥ 事業の収益構造について 

 当社グループの主力事業であるワイヤレス・ブロードバンド事業は、第10期連結会計年度において売上高

7,055,499千円のうち7,017,644千円（構成比99.5％）を占めており、ワイヤレス・ブロードバンド事業への依存度

は高い状況にあります。 

 当事業は、月額利用料を継続的に支払う月額継続会員が中心となっていることから、会員数の増加により継続的

かつ安定的な収入が見込める一方、不測の事態等による会員数の減少等が発生した場合には、当社グループの経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、ワイヤレス・ブロードバンド事業への依存度を低下させるため、新規事業領域への展開を企図しておりま

すが、これらが当初の計画通りに進まず、ワイヤレス・ブロードバンド事業への依存度が低下しなかった場合、不

測の事態等による当事業の会員数の減少等が当社グループの財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

⑦ 主要な事業活動の前提となる契約について  

 当社グループの事業展開上、重要な契約を以下に記載しております。これらの契約が解除された場合、当社グル

ープにとって不利な契約改定が行われた場合、契約期間満了後に契約が継続されない場合には、当社グループの財

政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

  

相手方の名称 契約名称 契約内容 契約期間 

ソフトバンクテレコム株式

会社 

公衆無線ＬＡＮサービス契

約 

公衆無線ＬＡＮサービス契約

約款による無線ＬＡＮサービ

スの仕入れに関する契約 

平成16年７月26日から有効 

（契約期間の定めなし） 

株式会社ワイヤ・アンド・

ワイヤレス 

無線ＩＰネットワークサー

ビス契約書 

無線ＩＰネットワークサービ

スの仕入れに関する契約 

平成23年12月１日から 

平成25年12月31日まで 

以後１年ごとの自動更新 

株式会社ケイ・オプティコ

ム 

無線ＩＰネットワークサー

ビス契約書 

無線ＩＰネットワークサービ

スの仕入れに関する契約 

平成25年２月１日から 

平成27年１月31日まで 

以後１年ごとの自動更新 

ＵＱコミュニケーションズ

株式会社 

ＵＱ卸通信サービスの提供

に関する契約書 

ワイマックス・サービスの仕

入れに関する契約 

平成22年７月29日から有効 

（契約期間の定めなし） 

エヌ・ティ・ティ・コミュ

ニケーションズ株式会社 

ＩＰ通信網サービス等に係

る提供条件特約書 

電気通信サービスの仕入れに

関し、一部を約款とは異なる

条件とする特約 

平成24年11月５日から有効 

（契約期間の定めなし） 

株式会社ヨドバシカメラ 
ワイヤレスゲート取次代理

店契約書 
販売代理店契約 

平成23年４月１日から 

平成24年３月31日まで 

以後１年ごとの自動更新 
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⑧ システム障害について 

 当社グループは、システムの管理に細心の注意を払い、システム障害が発生することのないように運営を行って

おります。しかしながら、コンピューターウィルスや不正な手段によるシステムへの侵入、その他当社グループが

予測不可能な事象に起因するシステム障害が発生した場合には、サービスを提供することが困難になります。当社

グループでは、自社グループシステムに関して、強固な認証手続きを要求するアクセス制限や、ファイアーウォー

ルの設置等の対策を行っておりますが、万一システムに障害が発生し、長時間にわたってサービスが停止した場

合、当社グループサービスの信頼性の低下を招き、当社グループの財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

  

⑨ 自然災害及び事故等について 

 当社グループ及び当社グループ取引先の事業拠点が、地震、津波、台風等の自然災害、事故、火災、テロ等の被

害を受けた場合、当社グループの事業活動に支障が生じ、財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑩ 特定の人物への依存について 

 当社の創業者であり、代表取締役ＣＥＯである池田武弘は、過去に通信関係の研究開発を行っていた経験もあ

り、技術的にも当社グループのサービスに非常に精通しており、当社の最高責任者として経営方針及び事業戦略等

を決定するとともに、新規技術のアイデア創出からサービスの提供までの開発体制での同氏への依存度は非常に高

くなっております。 

 今後は、組織の更なる体系化及び人材育成強化等の策を講じ、同氏への依存度を低下させるべく体制の構築に努

めていく所存ではありますが、当面は同氏への依存度は高いままであることが見込まれます。 

 このような状況下において、退任等何らかの要因により、同氏の当社における業務執行が困難となった場合、当

社グループの事業展開や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑪ 小規模組織であることについて 

 当社は、平成16年１月に株式会社として設立されましたが、社歴が浅く、また当連結会計年度末現在、取締役４

名、監査役３名、従業員13名と組織体制が小規模であることから、内部管理体制は相互牽制を中心としたものとな

っております。また、少人数であることから、各役職員への依存等の小規模組織特有の課題があると認識しており

ます。 

 今後は事業の拡大に伴い、業務遂行体制の充実に努めてまいりますが、人的資源に限りがあるため、役職員に業

務遂行上の支障が生じた場合、あるいは役職員が社外流出した場合には、当社グループの業務に支障をきたし、事

業展開や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑫ 人材の確保及び育成について 

 当社グループは、今後における事業拡大を図るため、継続した人材の確保が必要であると考えており、優秀な人

材を適切に確保するとともに、人材の育成に努めていく方針であります。しかしながら、優秀な人材の確保が計画

通り進捗しない又は在籍する人材の多くが流出する等の状況が生じた場合には、競争力の低下や計画通りの事業拡

大に影響が生じる可能性があり、当社グループの事業展開や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑬ 個人情報について 

 当社グループでは、ワイヤレス・ブロードバンド事業における会員情報など各種個人情報を保有しております。

これらの個人情報の管理にあたっては、当社グループシステム上でのセキュリティ強化を随時実施するとともに、

全ての役職員が個人情報保護規程を厳格に遵守し、徹底した管理体制のもと、個人情報流出の防止に取り組んでお

ります。また、当社では「プライバシーマーク制度（注）」の認定を受けることで、同制度に基づいた適切な個人

情報の保護措置を講じております。しかしながら、外部からの侵入者及び当社グループ関係者並びに業務委託先等

より個人情報が流出し、不正利用された場合、当社グループの責任が問われるとともに、当社グループサービスの

信頼性の低下を招き、当社グループの事業展開や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

（注）プライバシーマーク制度とは、一般財団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）が行う日本工業規格「JIS 

Q 15001個人情報保護マネジメントシステム－要求事項」に適合して、個人情報について適切な保護措置を講ずる体

制を整備する事業者等として認定する制度のことです。認定された事業者には「プライバシーマーク（Pマーク）」

の使用が認められます。 
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⑭ 法的規制について 

 当社は、電気通信事業者として総務省に届出を行っており、電気通信事業法に基づく規制を受けております。当

社の業務に関し、通信の秘密の確保に支障があるとされた場合や、その業務方法が適切でないとされた場合には、

総務大臣より業務方法の改善命令その他の措置がとられる可能性があり、その場合には、当社グループの財政状態

や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑮ 新株予約権について 

 当社では、株主価値の向上を意識した経営の推進を図るともに、役員及び従業員の業績向上に対する意欲や士気

をいっそう高めること並びに社外協力者の更なる当社への貢献を目的として、役員及び従業員並びに社外協力者に

対して新株予約権を付与しております。当連結会計年度末現在、新株予約権による潜在株式数は609,200株（平成26

年１月１日の株式分割後は1,218,400株）であり、発行済株式総数5,006,200株の12.2％にあたります。これらの新

株予約権の行使により発行された新株は、将来的に当社株式価値の希薄化や株式売買需給への影響をもたらし、当

社株価形成に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑯ 配当政策について 

 当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題と認識しており、将来の持続的な成長に必要な内部留保を確

保しつつ、財政状態及び経営成績並びに経営全般を総合的に勘案し、利益配当を行うことを基本方針としておりま

す。しかしながら、本リスク情報に記載されていないことも含め、当社グループの事業が計画通り進展しない等、

当社グループの業績が悪化した場合配当を実施しない、あるいは予定していた配当を減ずる可能性があります。 

  

㈱ワイヤレスゲート（9419） 平成25年12月期 決算短信（連結）

8



２．企業集団の状況 

 当社グループは、当社及び連結子会社２社により構成されており、ワイヤレス・ブロードバンド関連事業を展開して

おります。 

 当社グループでは、複数の公衆無線ＬＡＮ事業者（注１）のWi-Fiスポット（注２）及び複数の通信事業者の通信網

を用い、ユーザーのニーズに応じた無線通信サービスを、主に家電量販店や携帯電話販売店等を通じて提供しておりま

す。 

 「ワイヤレス・ブロードバンド事業」においては、主に月額有料会員からの利用料収入が継続的かつ安定的に発生し

ており、会員数の増大を図ることで、収益が拡大するストック型の課金モデルとなっております。 

 また、当社グループでは、ワイヤレス・ブロードバンド事業の他に、ワイヤレス・ブロードバンド事業の基盤プラッ

トフォーム（注３）を他の通信事業者等に提供する「ワイヤレス・プラットフォーム事業」も展開しております。 

  

 (1) ワイヤレス・ブロードバンド事業について 

     ワイヤレス・ブロードバンド事業では、複数の公衆無線ＬＡＮ事業者より提供を受けているWi-Fiスポットを利用

し、付加価値を高めた上でユーザーに無線通信サービスを提供する「公衆無線ＬＡＮサービス」、及び当社グルー

プの公衆無線ＬＡＮサービスと通信事業者より提供を受けている通信網を組み合わせ、付加価値を高めた上でユー

ザーに無線通信サービスを提供する「モバイルインターネットサービス」を展開しております。 

   複数の公衆無線ＬＡＮ事業者や複数の通信事業者から、様々な通信技術の提供が受けることができるため、新し

い通信技術が市場に登場した場合にも、大規模な設備投資を行うことなく、最適なタイミングでその技術を利用し

たサービスの提供を行うことが可能です。 

  

  ［ワイヤレス・ブロードバンド事業の会員数の推移］ 

  

  

① 公衆無線ＬＡＮサービス 

 公衆無線ＬＡＮサービスでは、東海道新幹線（東京～新大阪間）のN700系車内や主な鉄道の駅ホームやコン

コース、空港、大手カフェチェーンや大手ファストフードチェーンの各店舗内など全国４万ヶ所以上で利用で

きる無線ＬＡＮを利用した高速インターネット接続サービス「ワイヤレスゲートWi-Fi」を提供しております。 

 利用者は「ワイヤレスゲートWi-Fi」への申込を行なえば、別途、公衆無線ＬＡＮ事業者やインターネットプ

ロバイダとの契約を行うことなく、複数の公衆無線ＬＡＮ事業者のWi-Fiスポットを１つのＩＤで利用でき、最

大54Mbpsでの高速インターネット接続を行うことが可能です。 

  

② モバイルインターネットサービス 

 モバイルインターネットサービスでは、当社グループが提供する公衆無線ＬＡＮサービスの他に、通信事業

者より提供を受けているＷｉＭＡＸ（注４）及びＬＴＥ（注５）等の通信網を併せて利用することができる

「ワイヤレスゲートWi-Fi＋WiMAX」及び「ワイヤレスゲートWi-Fi＋LTE」のサービスを提供しております。 

 利用者は、公衆無線ＬＡＮサービスで利用可能なWi-Fiスポットに加え、非常に広域なエリアで、高速インタ

ーネット接続を行うことが可能です。 

  

 (2) ワイヤレス・プラットフォーム事業について 

   ワイヤレス・プラットフォーム事業は、当社グループのワイヤレス・ブロードバンド事業の基盤プラットフォー

ムである、ＩＤ・パスワードの認証プラットフォーム（注６）と課金プラットフォーム（注７）を活用した付加価

値提供事業です。 

   他の通信事業者への認証プラットフォームの提供や、法人向けに課金プラットフォームを提供することにより収

入を得ております。 

  

（単位：万人）

   第６期  
（平成21年12月末） 

第７期  
（平成22年12月末）

第８期
（平成23年12月末）

第９期
（平成24年12月末）

第10期  
（平成25年12月末） 

会員数  9 21 30 35 42 
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   当社グループの事業系統図は、次のとおりであります。 

   なお、当社グループはワイヤレスブロードバンド関連事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの

記載はしておりません。 

  

       ［事業系統図］ 

＜用語解説＞ 

 （注）１．公衆無線ＬＡＮとは、鉄道駅や空港、ホテル、カフェなどの商業施設にて、無線ＬＡＮを利用した高速イ

ンターネット接続を提供するサービスであり、公衆無線ＬＡＮ事業者とは、当該サービスを提供する事業

者のことです。 

    ２．Wi-Fiとは、無線ＬＡＮの一種で、無線ＬＡＮ関連製品を製造・販売する企業が集まる業界団体であるWi-

Fiアライアンスにより無線ＬＡＮ機器間の相互接続性を認証されたことを示す名称です。Wi-Fi搭載機器

は、Wi-Fiを利用した公衆無線ＬＡＮサービスなどによりインターネット接続が可能になります。 

      Wi-Fiスポットとは、鉄道駅や空港、ホテル、カフェなどの商業施設で、無線ＬＡＮを利用したインターネ

ットへの接続が可能な場所のことです。 

    ３．基盤プラットフォームとは、当社グループが開発・構築したワイヤレス・ブロードバンドサービスを提供

する為の基盤システムです。 

     ４．ＷｉＭＡＸ（ワイマックス）とは、無線通信技術の規格のひとつで、Worldwide Interoperability for 

Microwave Accessの略です。広いエリアでの高速インターネット接続が特色です。 

    ５．ＬＴＥとは、「長期的進化」を意味するLong Term Evolutionの略称であり、第３世代（３Ｇ）データ通信

をさらに高速にした次世代携帯電話の通信規格です。無線でありながら、光ケーブルなどの有線ブロード

バンドサービスに迫るスピードで高速データ通信を行うことが可能です。 

    ６．ＩＤ・パスワードの認証プラットフォームとは、ＩＤとパスワード情報から当社グループのサービス契約

者であることを認証する為のシステムです。 

    ７．課金プラットフォームとは、当社グループのサービス利用者からサービス利用料金を徴収する為の課金シ

ステムで、クレジットカードにより利用料金を徴収しています。 
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３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、「ワイヤレス・ブロードバンドサービスを通じて、より創造性あふれる社会の実現を目指す」

ことを経営理念として掲げております。多くのエンドユーザーのニーズに応じた通信環境の提供や関連サービスの

提供を行っていくことで、より創造性のあふれる社会を実現し、また株主様やお客様などのステークホルダーの皆

様にご満足いただけるよう企業価値の最大化を図ることを経営の基本方針としています。 

  

（２）目標とする経営指標 

 当社グループはワイヤレス・ブロードバンド事業を中心基盤として事業を展開しており、会員数の増大を図るこ

とで、収益が拡大するストック型の課金モデルとなっております。そのため、当社グループでは成長性の経営指標

として、当事業の会員数及び売上高を指標として重視しております。また、収益性の経営指標としては、売上高営

業利益率を重要な指標としております。 

  

（３）中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループは創立以来、主に個人消費者向けにワイヤレス・ブロードバンドサービスを提供することで収益基

盤を確立してまいりました。平成26年12月期を第２創業と位置づけ、今後更なる収益基盤の拡大と強化を推し進め

るために経営体制を強化し、持続的な成長と企業価値の向上を目指してまいります。 

 当社グループは、オープンな社会的通信インフラの礎となるべく移動体通信（WWAN※１）とWi－Fi（WLAN※２）

を組み合わせ、更なる収益の拡大を図ってまいります。その第一弾として平成26年１月16日に公表いたしました新

たな事業（Wi－Fi環境イネーブラー事業）を2020年の東京五輪や訪日外国人旅行者数の増加に向けて展開してまい

ります。 

 また、当社グループは、創業以来、アグリゲーターとして複数の通信事業者等から複数の通信サービスの提供を

受け、付加価値を高めた上でユーザーのニーズに応じた無線通信サービスを提供してまいりました。今後、新たな

通信技術が市場へ登場することが予測されますが、当社グループは引き続きアグリゲーターとしての独立的なポジ

ションを生かし、大規模な設備投資を行うことなく、通信事業者等の通信回線等を用い、最適なタイミングでお客

様のニーズに応じた付加価値の高いサービスの提供を行ってまいります。 

 また、当社グループの主力事業である「ワイヤレス・ブロードバンド事業」においては、主に月額有料会員から

の利用料収入が継続的かつ安定的に発生しており、会員数の増大を図ることで、収益が拡大するストック型の課金

モデルとなっているため、引き続き既存の販売代理店において効果的なキャンペーン等を実施するほか、新規販売

チャネルの拡充により会員数の増大を図ってまいります。 

  

※１ Wireless Wide Area Networkの略称であります。 

※２ Wireless Local Area Networkの略称であります。 

  

（４）会社の対処すべき課題 

 当社グループの継続的な発展及び経営基盤の安定を図っていくために、以下の事項を今後の事業展開における主

要な課題として認識し、事業展開を図る方針であります。 

  

① 新規事業領域への展開について 

 当社グループは設立以来、ワイヤレス・ブロードバンドサービスを主に個人向けに提供することで事業を拡大

してまいりました。今後も更なる成長に向けて、無線データ通信市場及び関連性の高い事業領域で新規事業を立

ち上げてまいります。また、新規に開始したWi-Fi環境イネーブラー事業等の開始間もない事業は、早期に事業基

盤を確立し収益に貢献できるように取り組んでまいります。 

  

② 販売チャネルの拡充について 

 現在は株式会社ヨドバシカメラ経由での新規サービス加入者の構成比率が高く、同社への依存度が高い状態に

あります。今後、住友商事株式会社を通じた大手携帯電話販売店との契約締結等により販売チャネルの拡充を図

り、当該依存度を低下させることに取り組んでまいります。 

  

③ 有能な人材の獲得、育成 

 当社グループ事業の継続的な発展を実現するためには、有能な人材の獲得及び育成が重要であると考えており

ます。そのために、事業構造や事業展開等を勘案したうえで必要な人材を適時採用する他、教育研修制度の拡

充、外部ノウハウの活用などにも積極的に取り組んでまいります。 
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④ 内部管理体制の強化について 

 当社グループ事業の継続的な発展を実現させるためには、コーポレート・ガバナンス機能の強化は必須であり、

そのために財務報告の信頼性を確保するための内部統制システムの適切な運用が重要であると認識しております。

 コーポレート・ガバナンスに関しては、内部監査による定期的なモニタリングの実施と監査役や監査法人との連

携を図ることにより適切に運用しておりますが、ステークホルダーに対して経営の適切性や健全性を確保しつつ

も、ベンチャー企業としての俊敏さも兼ね備えた全社的に効率化された組織体制の構築に向けて更に内部管理体制

の強化に取り組んでまいります。 
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４．連結財務諸表 

（１）連結貸借対照表 
  

  

    （単位：千円）

  
前連結会計年度  

(平成24年12月31日)  
当連結会計年度  

(平成25年12月31日)  

資産の部     

流動資産     

現金及び預金  1,630,186 2,481,613

売掛金  525,004 660,924

繰延税金資産  11,037 28,204

その他  19,208 19,784

貸倒引当金  △3,128 △3,952

流動資産合計  2,182,308 3,186,574

固定資産     

有形固定資産     

建物  13,504 13,860

減価償却累計額  △2,657 △4,628

建物（純額）  10,846 9,232

その他  86,545 92,293

減価償却累計額  △27,475 △46,074

その他（純額）  59,069 46,219

有形固定資産合計  69,916 55,451

無形固定資産  11,510 12,398

投資その他の資産     

保険積立金  204,633 204,635

繰延税金資産  11,053 10,355

その他  12,820 12,523

投資その他の資産合計  228,507 227,514

固定資産合計  309,934 295,364

資産合計  2,492,242 3,481,939

負債の部     

流動負債     

買掛金  736,649 930,777

未払金  146,018 134,344

未払法人税等  25,478 311,645

その他  44,163 34,843

流動負債合計  952,309 1,411,611

固定負債     

資産除去債務  5,899 5,990

固定負債合計  5,899 5,990

負債合計  958,208 1,417,601

純資産の部     

株主資本     

資本金  810,241 833,820

資本剰余金  749,631 773,210

利益剰余金  △25,838 457,306

株主資本合計  1,534,034 2,064,337

純資産合計  1,534,034 2,064,337

負債純資産合計  2,492,242 3,481,939
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（２）連結損益及び包括利益計算書 

  

    （単位：千円）

  
前連結会計年度  

(自 平成24年１月１日  
 至 平成24年12月31日)  

当連結会計年度  
(自 平成25年１月１日  
 至 平成25年12月31日)  

売上高  5,500,950 7,055,499

売上原価  3,698,543 4,890,105

売上総利益  1,802,407 2,165,393

販売費及び一般管理費  ※１ 1,205,329 ※１ 1,379,742

営業利益  597,078 785,650

営業外収益     

受取利息  0 6

その他  67 264

営業外収益合計  67 271

営業外費用     

株式交付費  6,544 1,191

上場関連費用  13,705 -

その他  1,004 212

営業外費用合計  21,254 1,404

経常利益  575,891 784,517

特別損失     

固定資産除却損  ※２ 417 -

特別損失合計  417 -

税金等調整前当期純利益  575,474 784,517

法人税、住民税及び事業税  20,677 317,841

法人税等調整額  131,307 △16,469

法人税等合計  151,985 301,372

当期純利益  423,488 483,145

包括利益  423,488 483,145

（内訳）     

親会社株主に係る包括利益  423,488 483,145
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（３）連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

  

当連結会計年度（自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日） 

  

        （単位：千円）

   株主資本
純資産合計

   資本金  資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計  

当期首残高  616,139 555,529 △449,327 722,340 722,340

当期変動額           

新株の発行  194,102 194,102   388,205 388,205

当期純利益      423,488 423,488 423,488

当期変動額合計  194,102 194,102 423,488 811,693 811,693

当期末残高  810,241 749,631 △25,838 1,534,034 1,534,034

        （単位：千円）

   株主資本
純資産合計

   資本金  資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計  

当期首残高  810,241 749,631 △25,838 1,534,034 1,534,034

当期変動額           

新株の発行  23,579 23,579   47,158 47,158

当期純利益      483,145 483,145 483,145

当期変動額合計  23,579 23,579 483,145 530,303 530,303

当期末残高  833,820 773,210 457,306 2,064,337 2,064,337
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 
  

  

    （単位：千円）

  
前連結会計年度

(自 平成24年１月１日  
 至 平成24年12月31日)  

当連結会計年度
(自 平成25年１月１日  
 至 平成25年12月31日)  

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前当期純利益  575,474 784,517

減価償却費  23,589 24,461

貸倒引当金の増減額（△は減少）  777 823

受取利息  △0 △6

固定資産除却損  417 -

株式交付費  6,544 1,191

売上債権の増減額（△は増加）  △131,007 △135,919

仕入債務の増減額（△は減少）  235,764 194,128

未払金の増減額（△は減少）  25,934 △11,667

その他  △562 △9,781

小計  736,930 847,748

利息の受取額  0 6

法人税等の支払額  △950 △31,402

営業活動によるキャッシュ・フロー  735,980 816,352

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △18,953 △6,225

無形固定資産の取得による支出  △8,264 △4,665

保険積立金の積立による支出  △204,633 －

その他  △6,444 －

投資活動によるキャッシュ・フロー  △238,294 △10,891

財務活動によるキャッシュ・フロー     

株式の発行による収入  381,660 45,966

財務活動によるキャッシュ・フロー  381,660 45,966

現金及び現金同等物に係る換算差額  － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  879,347 851,427

現金及び現金同等物の期首残高  750,838 1,630,186

現金及び現金同等物の期末残高  ※ 1,630,186 ※ 2,481,613
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（５）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

  

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

株式会社ワイヤレステクノロジー・ラボ 

株式会社ワイヤレスマーケティング・ラボ 

  

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

該当事項はありません。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

  

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

たな卸資産 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

  

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物  ５～15年 

その他 ５～15年 

  

ロ.無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま 

す。 

  

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

 株式交付費 

 支出時に全額費用として処理しております。 

  

(4) 重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

  

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

  

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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（７）連結財務諸表に関する注記事項 

（連結損益及び包括利益計算書関係） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  

（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 （変動事由の概要） 

平成24年５月16日付で１株を100株に株式分割したことによる増加 2,040,588株 

平成24年７月18日を払込期日とする公募増資による増加       300,000株 

ストック・オプションとしての新株予約権の権利行使による増加    79,700株 

  

２．新株予約権に関する事項 

（注）上記の新株予約権の目的となる株式の種類及び新株予約権の目的となる株式の数については、（ストック・オプシ

ョン等関係）に記載しております。 

  

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

該当事項はありません。 

  

  
前連結会計年度 

（自 平成24年１月１日 
  至 平成24年12月31日）

当連結会計年度 
（自 平成25年１月１日 

  至 平成25年12月31日）

支払手数料 889,122千円 1,004,814千円 

貸倒引当金繰入額 788千円 823千円 

  
前連結会計年度 

（自 平成24年１月１日 
  至 平成24年12月31日）

当連結会計年度 
（自 平成25年１月１日 

  至 平成25年12月31日）

建物 417千円 －千円 

計 417千円 －千円 

  
当連結会計年度期首
株式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式         

普通株式     20,612     2,420,288      －     2,440,900 

合計     20,612     2,420,288     －     2,440,900 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（千円） 

当連結会計
年度期首 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプション

としての新株予約権 
－ － － － －     － 

合計     －     －     －     －     － 

㈱ワイヤレスゲート（9419） 平成25年12月期 決算短信（連結）

18



当連結会計年度（自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日）  

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 （変動事由の概要） 

平成25年９月１日付で１株を２株に株式分割したことによる増加 2,493,900株 

ストック・オプションとしての新株予約権の権利行使による増加   71,400株 

  

２．新株予約権に関する事項 

（注）上記の新株予約権の目的となる株式の種類及び新株予約権の目的となる株式の数については、（ストック・オプシ

ョン等関係）に記載しております。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 次のとおり決議を予定しております。 

（注）１株当たり配当額は、記念配当(創立10周年記念)10円を含んでおります。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

 当社グループの資金運用については、余剰資金を事業に投資するまでの待機資金と位置づけその流動性

を維持するため短期的な預金等に限定し、また、資金調達については、必要に応じ銀行借入による方針で

あります。また、デリバティブ取引については行わない方針であります。 

  

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、回収までの期間をおおむね短期に

設定し、貸倒実績率も低いものとなっております。当該リスクについては、取引先ごとに期日及び残高を

  
当連結会計年度期首
株式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式         

普通株式 2,440,900 2,565,300 － 5,006,200 

合計 2,440,900 2,565,300 － 5,006,200 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（千円） 

当連結会計
年度期首 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプション

としての新株予約権 
－ － － － － － 

合計 － － － － － 

（決議）  株式の種類 
配当金の総額

(千円)  
配当の原資

１株当たり
配当額(円)

基準日  効力発生日  

平成26年３月26日 
定時株主総会  

普通株式  250,310 利益剰余金 50 平成25年12月31日  平成26年３月27日 

  
前連結会計年度 

（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年１月１日 
至 平成25年12月31日） 

現金及び預金勘定 1,630,186千円 2,481,613千円 

現金及び現金同等物 1,630,186千円 2,481,613千円 
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管理するとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握することで、信用リスクを軽減しております。

 営業債務である買掛金及び未払金は、２ヶ月以内の支払期日であります。また、営業債務については、

月次で資金繰計画を作成するなどの方法により、流動性リスクを管理しております。 

  

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することもあります。 

  

２．金融商品の時価等に関する事項  

 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２参照）。 

  

前連結会計年度（平成24年12月31日） 

  

当連結会計年度（平成25年12月31日） 

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項 

資 産  

(1）現金及び預金、(2）売掛金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 

負 債  

(1）買掛金、(2) 未払金、(3）未払法人税等 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 

  

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

該当事項はありません。 

  

  
連結貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1) 現金及び預金 1,630,186 1,630,186 － 

(2) 売掛金 525,004 525,004 － 

資産計 2,155,191 2,155,191 － 

(1) 買掛金 736,649 736,649 － 

(2) 未払金 146,018 146,018 － 

(3) 未払法人税等 25,478 25,478 － 

負債計 908,146 908,146 － 

  
連結貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1) 現金及び預金 2,481,613 2,481,613 － 

(2) 売掛金 660,924 660,924 － 

資産計 3,142,538 3,142,538 － 

(1) 買掛金 930,777 930,777 － 

(2) 未払金 134,344 134,344 － 

(3) 未払法人税等 311,645 311,645 － 

負債計 1,376,767 1,376,767 － 
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３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額  

前連結会計年度（平成24年12月31日） 

  

当連結会計年度（平成25年12月31日） 

  

  
１年以内 
（千円） 

１年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

現金及び預金 1,629,876 － － － 

売掛金 525,004 － － － 

合計 2,154,881 － － － 

  
１年以内 
（千円） 

１年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

現金及び預金 2,481,306 － － － 

売掛金 660,924 － － － 

合計 3,142,231 － － － 
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（ストック・オプション等関係） 

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名 

  該当事項はありません。 

  

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

  

  

（注）１．付与対象者の区分については、割当日現在の区分を記載しております。 

２．株式数に換算して記載しております。なお、平成24年５月16日付株式分割(１株につき100株の割合)、及び平

成25年９月１日付株式分割(１株につき２株の割合)による分割後の株式数に換算して記載しております。 

  

  

  
第１回 

ストック・オプション 
第２回 

ストック・オプション 
第３回 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

（注）１ 

取締役 ３名 

監査役 １名 
取締役 ２名 

取締役   ２名 

社外協力者 １社 

株式の種類別のストック・オ

プションの数（注）２ 
普通株式 120,000株 普通株式 140,000株 普通株式 380,000株 

付与日 平成17年３月１日 平成19年２月26日 平成21年１月26日 

権利確定条件 付されておりません 付されておりません 付されておりません 

対象勤務期間 定めておりません 定めておりません 定めておりません 

権利行使期間 
平成17年３月１日から 

平成27年２月28日まで 

平成19年２月26日から 

平成29年２月25日まで 

平成21年１月26日から 

平成31年１月25日まで 

  
第４回 

ストック・オプション 
第５回 

ストック・オプション 
第６回 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

（注）１ 

取締役   １名 

社外協力者 ２名 
取締役 ２名 社外協力者 １名 

株式の種類別のストック・オ

プションの数（注）２ 
普通株式 6,000株 普通株式 200,000株 普通株式 2,000株 

付与日 平成22年２月25日 平成22年12月21日 平成23年２月21日 

権利確定条件 付されておりません 付されておりません 付されておりません 

対象勤務期間 定めておりません 定めておりません 定めておりません 

権利行使期間 
平成22年２月25日から 

平成32年２月24日まで 

平成22年12月21日から 

平成32年12月20日まで 

平成23年２月21日から 

平成33年２月20日まで 

  
第７回 

ストック・オプション 
第８回 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

（注）１ 
取締役  １名 従業員  ９名 

株式の種類別のストック・オ

プションの数（注）２ 
普通株式 20,000株 普通株式 25,000株 

付与日 平成23年３月29日 平成23年12月28日 

権利確定条件 付されておりません 付されておりません 

対象勤務期間 定めておりません 定めておりません 

権利行使期間 
平成23年３月29日から 

平成33年３月28日まで 

平成23年12月28日から 

平成33年12月27日まで 
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況  

 当連結会計年度（平成25年12月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オ

プションの数については、株式数に換算して記載しております。 

  

① ストック・オプションの数  

  

  
  

  
第１回 

ストック・オプション 
第２回 

ストック・オプション 
第３回 

ストック・オプション 

権利確定前 （株）       

前連結会計年度末   － － － 

付与   － － － 

失効   － － － 

権利確定   － － － 

未確定残   － － － 

権利確定後 （株）       

前連結会計年度末   41,600 140,000 300,000 

権利確定   － － － 

権利行使   30,800 55,200 － 

失効   － － － 

未行使残   10,800 84,800 300,000 

  
第４回 

ストック・オプション 
第５回 

ストック・オプション 
第６回 

ストック・オプション 

権利確定前 （株）       

前連結会計年度末   － － － 

付与   － － － 

失効   － － － 

権利確定   － － － 

未確定残   － － － 

権利確定後 （株）       

前連結会計年度末   5,000 200,000 2,000 

権利確定   － － － 

権利行使   － － 2,000 

失効   － － － 

未行使残   5,000 200,000 － 
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（注）平成24年５月16日付株式分割(１株につき100株の割合)、及び平成25年９月１日付株式分割(１株につき２株の割

合)による分割後の株式数に換算して記載しております。 

  

② 単価情報  

  

（注）平成24年５月16日付株式分割(１株につき100株の割合)、及び平成25年９月１日付株式分割(１株につき２株の割

合)による分割後の価格に換算して記載しております。 

  

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法  

  当連結会計年度において新たに付与されたストック・オプション及び当連結会計年度の条件変更により公

正な評価単価が変更されたストック・オプションはないため、該当事項はありません。 

  

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

  基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用

しております。 

  

  
第７回 

ストック・オプション 
第８回 

ストック・オプション 

権利確定前 （株）     

前連結会計年度末   － － 

付与   － － 

失効   － － 

権利確定   － － 

未確定残   － － 

権利確定後 （株）     

前連結会計年度末   20,000 25,000 

権利確定   － － 

権利行使   20,000 16,400 

失効   － － 

未行使残   － 8,600 

    
第１回 

ストック・ 
オプション 

第２回 
ストック・ 
オプション 

第３回 
ストック・ 
オプション 

第４回 
ストック・ 
オプション 

第５回 
ストック・ 
オプション 

権利行使価格 （円） 350 365 365 365 365 

行使時平均株価 （円） 2,775 2,868 － － － 

付与日における公正な評価単価 （円） － － － － － 

    
第６回 

ストック・ 
オプション 

第７回 
ストック・ 
オプション 

第８回 
ストック・ 
オプション 

権利行使価格 （円） 365 365 500 

行使時平均株価 （円） 2,985 2,888 5,867 

付与日における公正な評価単価 （円） － － － 
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５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における本源

的価値の合計額及び当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本

源的価値の合計額 

  

  ① 当連結会計年度末における本源的価値の合計額      3,985,625千円 

  

  ② 当連結会計年度に権利行使されたストック・オプションの 

    権利行使日における本源的価値の合計額          356,584千円 

  

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

       （注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

（注）当連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税

率の100分の５以下であるため注記を省略しております。  

  

  
前連結会計年度 

（平成24年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年12月31日） 

繰延税金資産    

ソフトウェア 4,054千円 3,069千円 

繰延資産償却超過額 6,480千円 6,436千円 

前受収益 6,782千円 3,475千円 

資産除去債務 2,102千円 2,135千円 

未払事業税 3,036千円 23,197千円 

その他 1,799千円 2,806千円 

 繰延税金資産小計 24,255千円 41,120千円 

 評価性引当額 △581千円 △1,230千円 

 繰延税金資産合計 23,674千円 39,889千円 

繰延税金負債     

資産除去債務に対応する除去費用 △1,583千円 △1,329千円 

繰延税金負債合計 △1,583千円 △1,329千円 

繰延税金資産の純額 22,090千円 38,560千円 

  
前連結会計年度 

（平成24年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年12月31日） 

流動資産－繰延税金資産 11,037千円 28,204千円 

固定資産－繰延税金資産 11,053千円 10,355千円 

  
前連結会計年度 

（平成24年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年12月31日） 

法定実効税率 40.7％ － 

（調整）     

繰越欠損金の利用 △38.2％ － 

評価性引当額の増減 23.2％ － 

その他 0.7％ － 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.4％ － 
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（資産除去債務関係） 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

（セグメント情報等） 

ａ．セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

 当社グループは、ワイヤレス・ブロードバンド関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。 

  

当連結会計年度（自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日） 

 当社グループは、ワイヤレス・ブロードバンド関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。 

  

ｂ．関連情報 

前連結会計年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 単一の商品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記

載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報  

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

  

(2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

  

（注）１．当社グループは、単一セグメントであるため、関連するセグメント名の記載を省略しておりま

す。 

２．上記金額は一般顧客に対する回収代行委託金額を記載しております。 

  

  

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高（千円） 

 ＧＭＯペイメントゲートウェイ株式会社 5,488,984 
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当連結会計年度（自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 単一の商品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記

載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

  

(2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

  

（注）１．当社グループは、単一セグメントであるため、関連するセグメント名の記載を省略しておりま

す。 

２．上記金額は一般顧客に対する回収代行委託金額を記載しております。 

  

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報  

前連結会計年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

前連結会計年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

前連結会計年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高（千円） 

 ＧＭＯペイメントゲートウェイ株式会社 7,017,349 
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（関連当事者情報） 

１．関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

前連結会計年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

  

当連結会計年度（自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日） 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

   ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

     一般の取引条件と同様に決定しております。 

   ３．「議決権等の所有（被所有）割合」欄の［ ］内は、緊密な者による被所有割合で外数であります。 

  

種類  
会社等の
名称又は
氏名  

所在地  
資本金又は
出資金  

（千円）  

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％）

関連当事者と
の関係  取引の内容

取引金額  
（千円）  科目  期末残高

（千円） 

主要株主 

株式会社

ヨドバシ

カメラ  

東京都  

新宿区  
30,000 小売業  

（被所有） 
直接 14.5

[4.1]

営業取引  

当社グルー
プサービス
に付随する
物品の販売

1,625 売掛金  142

当社グルー
プサービス
の販売代理

666,771 未払金  115,757

種類  
会社等の
名称又は
氏名  

所在地  
資本金又は
出資金  

（千円）  

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％）

関連当事者と
の関係  取引の内容

取引金額  
（千円）  科目  期末残高

（千円） 

主要株主 

株式会社

ヨドバシ

カメラ  

東京都  

新宿区  
30,000 小売業  

（被所有） 
直接 14.1

[4.0]

営業取引  

当社グルー
プサービス
に付随する
物品の販売

828 売掛金  84

当社グルー
プサービス
の販売代理

717,215 未払金  108,152
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（１株当たり情報） 

（注）１．当社は、平成24年５月16日付で株式１株につき100株の株式分割を、平成25年９月１日付で株式１株につき

２株の株式分割を、また平成26年１月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。前連結会

計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜

在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。 

   ２．当社は、平成24年７月19日に東京証券取引所マザーズ市場に上場しているため、前連結会計年度の潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額は新規上場日から前連結会計年度末日までの平均株価を期中平均株価とみ

なして算定しております。 

３．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

  

  
前連結会計年度 

（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年１月１日 
至 平成25年12月31日） 

１株当たり純資産額 157.12円 206.18円 

１株当たり当期純利益金額 47.62円 48.85円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 45.47円 43.71円 

  
前連結会計年度 

（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年１月１日 
至 平成25年12月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益金額（千円） 423,488 483,145 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 423,488 483,145 

期中平均株式数（株） 8,892,887 9,889,969 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 420,764 1,162,445 

（うち新株予約権）（株） （420,764） （1,162,445） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－ － 
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（重要な後発事象） 

（株式分割） 

 当社は、平成25年12月５日開催の取締役会決議に基づき、平成26年１月１日付で株式分割を実施いたしました。

  

１．株式分割の目的 

 当社株式の投資単位あたりの金額を引き下げ、株式の流動性を高めると共に、投資家層の更なる拡大を図るこ

とを目的としております。 

  

２．株式分割の概要 

（１）分割の方法 

 平成25年12月31日（火）(当日は株主名簿管理人の休業日につき、実質的には平成25年12月30日（月）)を基準

日として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する普通株式を１株につき２株の割合をもっ

て分割いたしました。 

  

（２）分割により増加した株式数 

 株式の分割前の発行済株式総数   5,006,200株 

 今回の分割により増加した株式数  5,006,200株 

 株式分割後の発行済株式総数   10,012,400株 

 株式分割後の発行可能株式総数  28,800,000株 

  

（３）日程 

 基準日公告日 平成25年12月13日（金） 

 基準日    平成25年12月31日（火）※実質的な基準日は平成25年12月30日（月） 

 効力発生日  平成26年１月１日（水） 

  

（４）その他 

 当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、（１株当たり情報）を

ご覧ください。 
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５．個別財務諸表 

（１）貸借対照表 
  

  

    （単位：千円）

  
前事業年度  

(平成24年12月31日)  
当事業年度  

(平成25年12月31日)  

資産の部     

流動資産     

現金及び預金  1,520,507 2,373,241

売掛金  525,004 660,924

前払費用  18,705 19,562

繰延税金資産  11,037 28,164

その他  3,922 827

貸倒引当金  △3,128 △3,952

流動資産合計  2,076,049 3,078,768

固定資産     

有形固定資産     

建物  13,504 13,860

減価償却累計額  △2,657 △4,628

建物（純額）  10,846 9,232

工具、器具及び備品  86,545 92,293

減価償却累計額  △27,475 △46,074

工具、器具及び備品（純額）  59,069 46,219

有形固定資産合計  69,916 55,451

無形固定資産     

ソフトウエア  11,510 12,398

無形固定資産合計  11,510 12,398

投資その他の資産     

関係会社株式  110,000 110,000

長期前払費用  966 670

保険積立金  204,633 204,635

繰延税金資産  11,053 10,355

その他  11,853 11,853

投資その他の資産合計  338,507 337,514

固定資産合計  419,934 405,364

資産合計  2,495,983 3,484,133
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    （単位：千円）

  
前事業年度  

(平成24年12月31日)  
当事業年度  

(平成25年12月31日)  

負債の部     

流動負債     

買掛金  738,119 932,667

未払金  146,967 134,093

未払法人税等  25,429 310,599

預り金  6,936 3,351

前受収益  18,182 9,348

その他  18,854 21,415

流動負債合計  954,489 1,411,476

固定負債     

資産除去債務  5,899 5,990

固定負債合計  5,899 5,990

負債合計  960,389 1,417,466

純資産の部     

株主資本     

資本金  810,241 833,820

資本剰余金     

資本準備金  749,631 773,210

資本剰余金合計  749,631 773,210

利益剰余金     

その他利益剰余金     

繰越利益剰余金  △24,278 459,635

利益剰余金合計  △24,278 459,635

株主資本合計  1,535,594 2,066,666

純資産合計  1,535,594 2,066,666

負債純資産合計  2,495,983 3,484,133
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（２）損益計算書 
  

  

    （単位：千円）

  
前事業年度

(自 平成24年１月１日  
 至 平成24年12月31日)  

当事業年度  
(自 平成25年１月１日  
 至 平成25年12月31日)  

売上高  5,500,950 7,055,499

売上原価  3,699,479 4,897,442

売上総利益  1,801,470 2,158,056

販売費及び一般管理費  1,204,804 1,381,703

営業利益  596,665 776,352

営業外収益     

受取利息  0 1

業務受託料  590 2,400

受取家賃  601 6,910

その他  57 20

営業外収益合計  1,248 9,331

営業外費用     

株式交付費  6,544 1,191

上場関連費用  13,705 －

為替差損  262 212

営業外費用合計  20,512 1,404

経常利益  577,402 784,280

特別損失     

固定資産除却損  417 －

特別損失合計  417 －

税引前当期純利益  576,985 784,280

法人税、住民税及び事業税  20,629 316,795

法人税等調整額  131,307 △16,429

法人税等合計  151,936 300,365

当期純利益  425,048 483,914
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（３）株主資本等変動計算書 

前事業年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

  

当事業年度（自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日） 

  

            （単位：千円）

   株主資本

純資産合計

   

資本金  

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計     
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰
余金  

利益剰余金合計 

   繰越利益剰余金

当期首残高  616,139 555,529 555,529 △449,327 △449,327 722,340 722,340

当期変動額               

新株の発行  194,102 194,102 194,102  388,205 388,205

当期純利益    425,048 425,048 425,048 425,048

当期変動額合計  194,102 194,102 194,102 425,048 425,048 813,253 813,253

当期末残高  810,241 749,631 749,631 △24,278 △24,278 1,535,594 1,535,594

            （単位：千円）

   株主資本

純資産合計

   

資本金  

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計     
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰
余金  

利益剰余金合計 

   繰越利益剰余金

当期首残高  810,241 749,631 749,631 △24,278 △24,278 1,535,594 1,535,594

当期変動額               

新株の発行  23,579 23,579 23,579     47,158 47,158

当期純利益        483,914 483,914 483,914 483,914

当期変動額合計  23,579 23,579 23,579 483,914 483,914 531,072 531,072

当期末残高  833,820 773,210 773,210 459,635 459,635 2,066,666 2,066,666
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６．その他 

（１）役員の異動 

① 代表者の異動（平成26年３月26日付予定）  

・新任代表取締役候補者の氏名及び役職名  

  

・重任代表取締役候補者の氏名及び役職名  

  

② その他の役員の異動（平成26年３月26日付予定）  

・重任取締役候補者の氏名及び役職名  

  

・新任取締役候補者の氏名及び役職名  

  

・退任予定取締役の氏名及び役職名  

  

 役員の異動に関する詳細につきましては、平成26年１月16日公表の「代表取締役の異動（増員）および取締役の異

動に関するお知らせ」をご参照ください。  

  

（２）その他 

該当事項はありません。  

氏名 新役職名 現役職名 

松本 洋一 
（まつもと よういち）  

代表取締役ＣＥＯ 新規事業推進室 室長 

氏名 新役職名 現役職名 

池田 武弘 
（いけだ たけひろ）  

代表取締役ＣＴＯ 

㈱ワイヤレステクノロジー・ラボ 代表取締役 

㈱ワイヤレスマーケティング・ラボ 取締役  

代表取締役ＣＥＯ 

㈱ワイヤレステクノロジー・ラボ 代表取締役 

㈱ワイヤレスマーケティング・ラボ 取締役  

氏名 新役職名 現役職名 

小島 聡  
（こじま さとし）  

取締役ＣＦＯ 

コーポレート・マネジメントグループ長  

㈱ワイヤレステクノロジー・ラボ 監査役  

㈱ワイヤレスマーケティング・ラボ 監査役  

取締役 

コーポレート・マネジメントグループ長  

㈱ワイヤレステクノロジー・ラボ 監査役  

㈱ワイヤレスマーケティング・ラボ 監査役  

氏名 新役職名 現役職名 

佐藤 眞衛 
（さとう まきえ）  

取締役（社外） － 

氏名 新役職名 現役職名 

原田 実  
（はらだ みのる）  

㈱ワイヤレスマーケティング・ラボ 代表取締

役 

㈱ワイヤレステクノロジー・ラボ 取締役  

  

取締役ＣＯＯ 

セールス・マーケティンググループ長  

㈱ワイヤレスマーケティング・ラボ 代表取締

役  

㈱ワイヤレステクノロジー・ラボ 取締役  

渡邊 龍男  
（わたなべ たつお）  

－  取締役（社外） 
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７．参考資料 

① 業績比較（累計） 

２０１２年Ｑ３以前：単体 ２０１２年Ｑ４以降：連結 
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② ワイヤレス・ブロードバンドサービス 会員数推移 

  

  

③ オプションサービス（電話リモートサービス） 会員数推移  

  

（単位：万人） 

  

  

  2013.3Q末 2013.4Q末 

会員数 1 1 
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